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研究要旨 

目的：介護老人保健施設に入所した認知症患者における薬物療法の実態を明らかにす

る。 

方法：全国老人保健施設協会の調査研究事業（2015 年）で得られたデータを用いた。認知

症高齢者の日常生活自立度（認知症自立度）がランク I 以上の場合、認知症に分類した

（N = 1,201）。入所時及び入所 2 ヵ月後の薬物治療について、（1）認知機能ごとの抗認知

症薬、（2）抗コリン作用を有する薬物、（3）認知機能ごとの薬剤費について検討した。薬剤

費は薬価と使用量に基づいて 1 入所者 1 ヵ月あたりで算出した。 

結果：入所時及び入所 2 ヵ月後の抗認知症薬の処方は、中等度（認知症自立度ランク II）

で 18%から 14%、高度（ランク III、IV、M）で 24%から 14%といずれも有意に減少した

（P<0.01）。抗コリン作用を有する薬物の処方は、入所時及び入所 2 ヵ月後ともに約 1/4 に

みられた。頻度の高い薬物としては、H2 受容体拮抗薬（13.5%→15.9%）及び頻尿治療薬

（抗ムスカリン薬）（5.6%→5.3%）であった。薬剤費は入所時から入所 2 ヵ月後で減少がみ

られた。入所時の薬剤費（中央値）は、入所時から入所 2 ヵ月後で、軽度 9,269 円→5,042

円、中等度 8,216 円→5,336 円、高度 7,500 円→4,083 円であった。 

まとめ：介護老人保健施設に入所した認知症患者において、抗認知症薬の処方が減少し

ていたが、特に認知機能の低下が高度の入所者で顕著であった。一方、認知機能への悪

影響等が懸念される抗コリン作用を有する薬物の処方は、入所後に減少はみられず、処

方の改善の余地がある可能性が示唆された。 

A．研究目的 

介護老人保健施設に入所した認知症患

者における薬物療法の実態を明らかにす

る。 

 

B．研究方法 

（1）データソース 

全国老人保健施設協会の調査研究事業
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（2015 年）で得られたデータを用いた。調査

項目は、患者の人口統計学的及び医学的

背景及び入所から入所 2 ヵ月時までの薬剤

処方データ（定期処方薬）である。65 歳以上

の 1,324 人分（350 施設）のデータが含まれ

るデータベースとして整備されている。 

 

（倫理面への配慮） 

全国老人保健施設協会の調査にあたっ

ては、倫理審査委員会による承認が得られ

た後に実施している。また、調査対象者ある

いは代諾者から調査参加の同意が得られ

ている。データ収集にあたっては匿名化処

理が施された後、データが収集されている。 

 

（2）対象者の選択 

前年度の検討に基づき、認知症高齢者

の日常生活自立度（認知症自立度）がラン

ク I 以上であり、障害高齢者の日常生活自

立度のデータの記録がある 1,201 人を解析

対象とした。 

 

（3）主な評価項目 

入所時及び入所 2 ヵ月後の認知機能ごと

の抗認知症薬の処方、抗コリン作用を有す

る薬物の処方、認知機能ごとの薬剤費。抗

コリン作用を有する薬物は、高齢者の医薬

品適正使用の指針（平成 30 年）を参照して

特定した。薬剤費は薬価と使用量に基づい

て 1 入所者 1 ヵ月あたりで算出した。 

 

C．研究結果 

認知機能の分布は、軽度（ランク I）、中

等度（ランク II）、高度（ランク III、IV、M）と

したとき、それぞれ 144 人（12%）、498 人

（41%）、559 人（47%）であり、ほとんどが中

等度以上であった。 

入所時及び入所 2 ヵ月後の抗認知症薬

の処方は、中等度で 18%から 14%、高度で

24%から 14%といずれも有意に減少した

（P<0.01）（軽度は処方が少なく評価対象外

とした）。 

抗コリン作用を有する薬物の処方は、入

所時は 24.6%、入所 2 ヵ月後は 25.7%にみ

られた。頻度の高い薬物としては、H2 受容

体拮抗薬（13.5%→15.9%）、頻尿治療薬（抗

ムスカリン薬）（5.6%→5.3%）、三環系抗うつ

薬・パロキセチン（2.1%→2.2%）、フェノチア

ジン系抗精神病薬・非定型抗精神病薬

（2.0%→1.9%）であった。 

薬剤費は入所時から入所 2 ヵ月後で減

少がみられた。入所時の薬剤費の平均値

は約 11,000 円であり、認知機能にかかわら

ず同程度であったが、入所 2 ヵ月後には認

知機能の低下が高度の入所者でやや低い

傾向がみられた（軽度・中等度：約 7,700

円、高度：6,900 円）。中央値でみると、入所

時から入所 2 ヵ月後で、軽度 9,269 円

→5,042 円、中等度 8,216 円→5,336 円、高

度 7,500 円→4,083 円であった。 

 

D．考察 

介護老人保健施設では、ほぼすべての

入所者が認知症（認知機能低下を含む）を

有している。介護老人保健施設に入所した

認知症患者において、抗認知症薬の処方

が減少していたが、特に認知機能の低下が

高度の入所者で顕著であることから、期待

される治療効果が比較的小さいと判断され

た例での変更が多いと考えられた。 

一方、認知機能への悪影響等が懸念さ

れる抗コリン作用を有する薬物の処方に
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は、入所後に減少はみられなかった。抗コリ

ン作用を有する薬物は、特定の疾患に適応

を持つ薬物に限られず多岐に渡るため、高

齢者の安全な薬物療法ガイドライン 2015

（日本老年医学会編）や高齢者の医薬品適

正使用の指針（厚生労働省）等を活用して

確認することが期待される。 

 

E．結論 

介護老人保健施設における認知症患者

を対象として、抗認知症薬や抗コリン作用を

有する薬物を中心に、その処方実態につい

て検討した。抗認知症薬は、特に認知機能

が低下した入所者において、比較的減薬さ

れることが多いことが見出された。抗コリン

作用を有する薬物については、特に処方の

改善の余地がある可能性が示唆された。 

 

F．健康危険情報 

なし 
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